
部名称 課名称 事業名称
令和3年度
要求額
（千円）

令和3年度
最終査定額
（千円）

頁

企画総務課
区役所フロアマネージャー設置事業
（堺区）

6,708 6,255 1

企画総務課 区役所広報・広聴・相談事務（堺区） 5,605 5,605 2

企画総務課 区域まちづくり事業（堺区） 46,120 41,384 3

自治推進課 自主防災活動支援事業（堺区） 750 750 5

自治推進課 自治会活動推進事業（堺区） 46,933 46,933 6

自治推進課 地域まちづくり支援事業（堺区） 10,200 10,200 7

自治推進課 堺区地域交流文化・スポーツ教室事業 2,635 1,550 8

自治推進課 まち美化推進事業（堺区） 75 75 9

自治推進課 減量化・資源化事業（堺区） 14,505 14,505 10

市民課 戸籍住民基本台帳事務（堺区） 5,332 5,332 11

市民課 パスポートセンター運営事業 219,063 217,444 12

堺保健福祉総合セン
ター

生活援護第一課 生活保護適正化（堺区） 72,545 72,506 13

堺保健福祉総合セン
ター

生活援護第一課
自立支援プログラム策定実施推進事
業（堺区）

2,503 2,503 14

堺保健福祉総合セン
ター

地域福祉課
聴覚・視覚障害者コミュニケーション支
援事業（堺区）

3,326 3,326 15

堺保健福祉総合セン
ター

地域福祉課 戦傷病者・戦没者遺族等援護（堺区） 2,216 2,216 16

堺保健福祉総合セン
ター

地域福祉課 高齢者福祉事務管理経費（堺区） 4,305 4,305 17

堺保健福祉総合セン
ター

地域福祉課 老人クラブ活動補助（堺区） 9,457 9,457 18

堺保健福祉総合セン
ター

子育て支援課 女性相談事業（堺区） 7,061 7,061 19

堺保健福祉総合セン
ター

子育て支援課 ひとり親家庭等支援事業（堺区） 3,187 3,187 20

堺保健福祉総合セン
ター

子育て支援課 在宅乳幼児親子教室開催事業（堺区） 26 26 21

堺保健福祉総合セン
ター

堺保健センター
健康都市づくり関連事業（堺保健セン
ター）

600 600 22

堺保健福祉総合セン
ター

堺保健センター 予防接種（堺保健センター） 2,753 2,753 23

堺保健福祉総合セン
ター

堺保健センター がん検診（堺保健センター） 143 143 24

堺保健福祉総合セン
ター

堺保健センター 健康増進栄養事業（堺保健センター） 92 92 25

堺保健福祉総合セン
ター

堺保健センター 食育推進事業（堺保健センター） 124 124 26

堺保健福祉総合セン
ター

堺保健センター 成人保健指導事業（堺保健センター） 134 134 27

堺保健福祉総合セン
ター

堺保健センター 被爆者健診事業（堺保健センター） 83 83 28

その他事業一覧



部名称 課名称 事業名称
令和3年度
要求額
（千円）

令和3年度
最終査定額
（千円）

頁

その他事業一覧

堺保健福祉総合セン
ター

堺保健センター 歯科口腔保健事業（堺保健センター） 42 42 29

堺保健福祉総合セン
ター

堺保健センター フッ素塗布事業（堺保健センター） 87 87 30

堺保健福祉総合セン
ター

堺保健センター
妊産婦・乳幼児等の保健指導事業（堺
保健センター）

161 161 31

堺保健福祉総合セン
ター

ちぬが丘保健セン
ター

予防接種（ちぬが丘保健センター） 945 945 32

堺保健福祉総合セン
ター

ちぬが丘保健セン
ター

がん検診（ちぬが丘保健センター） 54 54 33

堺保健福祉総合セン
ター

ちぬが丘保健セン
ター

成人保健指導事業（ちぬが丘保健セン
ター）

126 126 34

堺保健福祉総合セン
ター

ちぬが丘保健セン
ター

被爆者健診事業（ちぬが丘保健セン
ター）

20 20 35

堺保健福祉総合セン
ター

ちぬが丘保健セン
ター

妊産婦・乳幼児等の保健指導事業（ち
ぬが丘保健センター）

68 68 36



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

1

区役所窓口サービスの改善
に係る取組に併せ、当該業
務のあり方等について、検討
を進める。

　R　～　R

合計 6,404 6,708

関連事業：

その他　特記事項

平成18年4月に区役所設置と
同時に全区にフロアマネー
ジャーを設置

区役所窓口サービスの改
善に係る取組に併せ、当
該業務のあり方等につい
て、検討を進める。

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 堺区企画総務課

6,708

令和2年度予算額

5,232

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

6,404
事業名 区役所フロアマネージャー設置事業（堺区）

庁内案内業務等委託料

事業

概要

フロアマネージャー設置により、市民満足度の向上を図り、
「より親切・便利な区役所」の実現を図る。

きめ細かいサービスを推進するため、来庁者に積極的に働き
かけるフロアマネージャーを区役所に設置する。

<フロアマネージャーの具体的な業務内容>
・来庁者へ笑顔であいさつ、声かけ
・来庁者の目的窓口への同行案内
・申請書等の記入補助
・高齢者・障害者等の介助等

質の高い市民サービスの実現を図るための所要の予算を要
求するものである。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

6,404 6,708

基本計画
　施策番号

　 　



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

2

基本計画
　施策番号

　 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

市民相談・交通事故相談業務

その他事務経費

58

5,348 相談員報酬等
21

58

5,526

事業名 区役所広報・広聴・相談事務（堺区）

広報紙事務

事業

概要

【広報紙事務】
　唯一の紙媒体である広報紙を活用し、区政情報をきめ細か
に、広く区民に周知することを目的とする。

【広聴・相談事務】
　市民が抱える問題解決の糸口を見いだすきっかけづくりで
あり、ひいては市民生活の安定をめざすものである。

【広報紙事務】
　全市版広報紙「広報さかい」と一体で作成（3ページ分を区
広報紙とし、区役所において原稿作成編集を行っている。）

【広聴・相談事務】
　市民が気軽に相談できる場として、各区役所に専門の相談
員による無料の相談窓口を設置する。
　≪市民相談≫　　　　　月～金　9時から17時
　≪交通事故相談≫　　月～金　10時から17時

　市民が気軽に相談できる場として無料相談窓口を設け、市
民が抱える問題解決の糸口を見いだすきっかけづくりの役割
を果たし、安定した市民生活を送れる手助けをするため、所
要の予算を要求するものである。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 堺区役所企画総務課

5,605

令和2年度予算額

5,550

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

5,427

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

21

合計 5,427 5,605

関連事業：

その他　特記事項

・交通事故相談体制の見直
し(Ｈ23)

より効果的・効率的な相談
窓口の運営をめざし、検
討を続ける。

スケジュール（経過及び今後展開）

より効果的・効率的な相談窓
口の運営をめざし、検討を続
ける。

　R　～　R



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

3

債務負担行為
要求額（千円）

59,209 46,120

事業名 区域まちづくり事業（堺区）

区域まちづくり事業推進関係

事業

概要

　区民ニーズなどを踏まえながら、主体的に区域の特色に応
じた事業を実施する。

　堺区の特色に応じた様々な事業を企画・立案し、実施する。
（個別事業については、参考資料を参照）

　区民ニーズなどを踏まえながら、主体的に区域の特色に応
じた事業を実施する。これまで実施している区民参加・区民
協働による事業をさらに発展させ取り組んでいくなど、より一
層、区が区域の特色に応じた事業を実施するために予算を
要求するもの。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 堺区企画総務課

46,120

令和2年度予算額

53,177

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

59,209

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 59,209 46,120

関連事業：

その他　特記事項

・区民ニーズなどを踏まえた
事業実施

・区民ニーズなどを踏まえ
た事業実施

スケジュール（経過及び今後展開）

・区民ニーズなどを踏まえた
事業実施

　R　～　R

基本計画
　施策番号

　 　



区域まちづくり事業

事業名 事業概要 金額（千円）

1 堺区おもてなしセミナー事業 　堺区民を対象に、訪日外国人対応（①多言語対応②多様な食文化対応）研修を実施する。 1,054

2 堺っ子体操によるこどもの郷土愛醸
成事業

　こどもの郷土愛醸成を目的として、堺区のマスコットキャラクターサカエルが、区内の認定こども園
やキッズダンス教室等を回り、こども達と一緒に堺っ子体操を行う。またその様子を動画サイトにアッ
プし、サカエルの認知度向上へつなげる。

662

3 輝く堺人発掘プロジェクト
　“オリジナルな工夫（くふう）”や自慢できる“スゴ技”を持っている堺区在住の市民や、地域のちょっ
とした“名物”とされている堺区在住の市民の情報募集サイトを設定し、「輝く堺人」として取りまとめ
て広報紙などで紹介。区民の埋もれた自尊感情を刺激する。

0

4 堺区ガイドマップ改訂

　堺区への転入者などに対して、堺区に親しみを持ち、安全・安心に生活を送ってもらうとともに、堺
区内の観光、施設利用などにおいて便利に活用してもらうことを目的とする。前回の改定から約5年
が経過し、区内の状況が大きく変わっているため、保健センターの移転の時期に合わせて改訂を行
う。

1,500

5 堺区まちの魅力・賑わい創出事業

　堺区内で活躍するまちづくり実践者や団体の各々の活動を支援し、さらに新たな連携を促進するこ
とで、民間主体で持続的に運営できる以下の項目に資する事業等を実施する。
(1)まちの魅力を発信し、“おもてなし”の心を育む事業
(2)まちの回遊性を高め、地域の賑わい創出に資する事業
(3)子どもの地域愛を深め、まちへの愛着と誇りを育む事業

1,000

6 体験学習を通じた郷土愛醸成事業

　地域での体験学習を通じて、堺区在住の子ども・若者の郷土愛醸成につなげる。「堺市ものづくり
マイスター」等の手工業や手工芸等の職に携わる堺市民を、体験学習を希望する子ども・若者の団
体（堺区内の小中学校や高校、大学、子ども食堂や児童福祉施設等）に派遣する。また、堺区内の
飲食店や土産物店で、体験学習を希望する堺区在住の子ども・若者が職場体験できるよう、調整を
行う。

0

7 堺区自転車スタート推進事業
3歳児を対象に、希望者に自転車用ヘルメットを送付し、楽しみながら乗車マナーを学べる自転車教
室を実施する。これらの取組を通じ、幼少期からヘルメット着用を意識づけ、安全な自転車利用を促
進する。

4,759

8 堺区広報紙題字募集事業

　小中学生を対象に、堺区広報紙の題字である「堺」の文字を書いた書道作品を募集することで、子
どもたちを中心にその保護者など多世代の区民に、より親しまれる広報紙とすることを目的として実
施する。
　また、堺区内の会場に一定期間、最優秀作品と優秀作品の展示を行う。

140

9 堺区マスコットキャラクター関係

　　堺区に親しみをもってもらうため、堺区内外へのPR活動の他、マスコットキャラクターのグッズを
作成し、各行事やイベントなどの地域の交流で活用する。
 　また、キャラクターの着ぐるみの貸し出しを行い、各種イベントに参加して、堺区の「サカエル」「み
そさかい」を広く浸透させ、堺区・堺市のPRを実施する。

990

10 堺区ブックスタート事業
　　乳児とその保護者を対象に、絵本に触れることで子どもに夢をあたえ、また、絵本を読み聞かせ
ることで親子が心を通じ合わせ、その絆を深め、保護者に子育ての喜びを感じてもらうためのきっか
けづくりを行う。

1,210

11 堺区インスタグラム
　若者の間で流行っているSNSを利用することにより、若者が堺区に関心を持つことを目的とし、区
民参加型で運用する。また、季節ごとにフォトコンテストなどを実施し、さらなる堺区の魅力発見をめ
ざす。

167

12 世界文化遺産登録を契機とした郷土
愛醸成事業

　来訪者や区民に「世界遺産のあるまち堺」を目で見て実感してもらうとともに、区民の郷土愛の醸
成を目的とし、堺区世界遺産登録記念ロゴマーク等を配したデザインのグッズを作成し、堺区内で配
布する。また、H31年度に堺区内の小学生に配布したリーフレットとパンフレットについては、引き続
き入学のタイミングで新一年生に配布する。

700

13 SCOP（さかいコンダクターおもてなし
プロジェクト）

　堺区の若手職員を対象にメンバーを募集し、各課1～2名ずつでプロジェクトチームを結成する。よ
り高い接客対応を実現するため、(1)民間企業をしのぐ爽やかな接客態度、(2)区民ニーズに柔軟か
つ的確に対応できる確かな法律理解、(3)プラスMoreのご要望に応えるおもてなし精神の習得のた
め、これまでの職員研修の枠組みを超え、様々な現場に赴くかたちでの研修を企画・実施する。ま
た、各業務に係る法律理解を深めるため、チーム内勉強会を実施する。研修や勉強会などの取組
は、区広報紙やホームページで随時「見える化」を図る。

715

14 堺区民文化交流フェスタ

　子どもからから大人まで幅広い世代の方に参加してもらう事業にリニューアルし開催する。また、子
どもたちに伝統文化・音楽等を身近に感じ、体験してもらえる新規メニューを展開する。新たな文化
祭を開催することで、地域住民の文化活動を促進するとともに、幅広い世代の方々の相互の交流と
連帯意識の高揚を図ることを目的とする。

2,750

15 堺区ふれあいまつり
　堺区を中心とした住民相互の交流と連帯を深めるとともに、歴史的、文化的資源に恵まれた都心
地域という特性を活かし、住民自らがこのまつりに参画することにより、魅力と活力のある住みよい
まちづくりを進めることを目的として開催する。第20回の記念事業として実施する。

9,800

16 堺区・親と子のふれあい事業「夏のワ
クワク海験（たいけん）」

　海に隣接している堺区は、堺大魚夜市や大浜海水浴場などを見ても、海との関わりが歴史的に深
く、伝統のあるまちとして知られている。しかし、近年、堺区民において、堺の海や漁港を身近に感じ
ることが少なくなり、存在認識も薄れてきているため、歴史がある堺の海という自然を活かし、堺区の
「家族のふれあい」をテーマに、区民が安心して子どもを産み育てられる次世代育成支援の観点か
ら、地域性を活用した特色あるまちづくりを推進することを目的として実施する。

3,100

17 地域防災サポーター実践プログラム
「親子避難所体験」

 堺区防災士資格取得促進事業により、資格を取得した“地域防災サポーター”の実践の場として、
小中学生の親子避難所体験を実施する。若年層を防災活動に導き、実践の場を提供することで、災
害時における自助とともに多世代による共助を考え、地域の防災力向上につなげる。

770

18 堺区安全安心まちづくり推進協議会
活動事業

　防犯ボランティアの育成研修、移動式防犯カメラの運用を引き続き実施する。また、事業所や学校
園などで性犯罪被害防止等の講演や啓発事業を展開し、女性や子どもが各種犯罪に遭わない土壌
を築き、犯罪のない市民が安全・安心に暮らせる地域社会の実現に寄与する。

376

19 堺区防災士資格取得促進事業

　堺区在住・在勤・在学の若者を中心に、防災士の資格取得に要する費用（研修受講料・資格取得
受験料・防災士登録料）を全額補助し、地域の若手防災リーダーを育成し、地域の自主防災組織の
向上を図る。
　資格を取得した方には、堺区防災サポーターに登録してもらうことで、堺区が主催する防災イベント
や地域の防災訓練に参加してもらう。

2,303

20 ひとり暮らし高齢者等あんしん事業
「見守りミーティング」を大学講師等を招いて開催するとともに、その報告内容や高齢者への啓発情
報を掲載する「はーと通信」を発行する。

215

21 堺区子育てつながるプロジェクト

R3度の『遊びと交流のひろば（仮称）』の開設、新堺保健センターの併設に伴い、既存の地域の子育
て資源やサービスに加え、これら新たな資源と子育て家庭を有機的につなげ、子育て家庭が安心し
て子育てできるように関係機関・施設と連携し、子育て支援の充実を図る。

740

22 区域まちづくり推進事業 区民ニーズに柔軟に対応するため、年度途中に企画した新規事業等を実施する。 8,169

23 区域環境整備事業
年度途中に発生する道路や公園の補修など、区域の環境整備等にかかる事案について、区役所予
算を活用し、区長の裁量により事業所管課に対応を依頼することで、より一層住民ニーズに即した
区域の環境整備の推進を図る。

5,000

4



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

5

基本計画
　施策番号

5-(1) 　 　

事業の継続実施

　R　～　R

50,000×15校区

合計 750 750

関連事業：

その他　特記事項

校区防災訓練の実施 事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 堺区役所・自治推進課

750

令和2年度予算額

550

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

750
事業名 自主防災活動支援事業(堺区）

自主防災組織活動助成金

事業

概要

平成7年の阪神淡路大震災後、校区自治連合会ごとの自主
防災組織の設立・育成を開始した。自主防災組織は、自助・
共助の精神に基づき、日ごろから、防災訓練や啓発活動を行
うとともに、災害時においても、地域の力をもって初期消火活
動、救出・救助活動を行うなど災害対策上きわめて重要な役
割を担うことが期待されるため、自主防災組織活動への支援
を行うものである。

１　自主防災活動助成金
　　自主防災組織に対し、当該組織が実施する防災訓練に係
る直接必要な資器材や物品等の購入費用を5万円を限度と
して助成する。
２　自主防災活動支援業務
　　自主防災組織を対象とした研修会・講演会等の実施事業
３　自主防災支援事業
　　自主防災組織が迅速かつ計画的な防災活動を行うため
の訓練で使用する災害用備品の貸出をする。

地域の防災活動を担う自主防災組織の災害発生時における
迅速かつ計画的な防災活動を支援し、安全・安心なまちづく
りを推進を図る。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

750 750



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業： 地域安全推進事業

6

基本計画
　施策番号

5-(5) 　 　

事業名 自治会活動推進事業（堺区）

自治会活動推進補助金（協議会）

事業

概要

自治会活動を支援することにより、地域の結束力の強化を図
り、市民参加・市民協働による明るく住みよい、安全な地域コ
ミュニティの形成や、住民相互の共助による災害に強い地域
社会の実現に向けた各種取組の活性化を図る。

・市内の自治会活動の促進を図るため、区自治連合協議会、校区自治連合
会の活動に対し補助金を交付。
・自治会が所有又は管理する防犯灯、防犯カメラ、掲示板に関する施設賠償
責任保険にかかる補助金を交付。
・防犯灯電気料金にかかる支援金を交付。

前年度に引き続き、各種支援を通じ自治会活動の活性化を
推進する。

認定防犯灯電気料金支援金

AED電極パッド等交換補助金

自治会施設賠償責任保険補助金

事業費（千円）

主な要求内容

　R　～　R

22,538

項目

： 堺区役所　自治推進課

46,933

令和2年度予算額

42,950

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

49,370

期間
債務負担行為

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

要求額（千円）

575 575

49,370 46,933

その他　特記事項

自治会施設賠償責任保険補
助金の創設、運用開始

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

継続実施

通信運搬費、賃借料

31,000円×17団体＋48,000円

15,000×13件

19,906

393

自治会活動推進補助金（校区） 25,235 25,569

加入世帯補助：350円×加入世帯数一律補助：
280,000円×17団体
要支援者加算：150円×要援護者実人数×自治会未
加入率
奨励加算：10円×活動項目数×加入世帯数

0

295

413

15

540

54

195

自治会次世代担い手創生事業

その他

合計



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

13,600 10,200

事業名 地域まちづくり支援事業（堺区）

地域まちづくり支援事業補助金

事業

概要

地域住民が自らの課題を主体的・自己完結的に解決するた
めの取組みに対し、支援を行い、住民自治を促進する。

校区自治連合会や校区福祉委員会など校区の多様な団体
により構成される「校区まちづくり協議会」が主体となって実
施する事業に対し補助金を交付することにより、校区住民が
自らの課題を自らで主体的・自己完結的に解決するための
校区レベルでの活動に対する支援を行い、市民協働・市民参
加による共助の地域まちづくりを推進する。

 引き続き、本事業を実施していくが、本市の財政状況を踏ま
え、補助上限額の見直しを行う。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 堺区役所　自治推進課

10,200

令和2年度予算額

12,200

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

13,600

合計 13,600 10,200

関連事業：

その他　特記事項

本事業の活用により、自己完
結的な市民協働・市民参加
による地域まちづくりを推進
する。

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

600千円×17協議会

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

7

校区まちづくり協議会に対す
る補助上限額の見直しを行
う。

　R　～　R

基本計画
　施策番号

5-(5) 　 　



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

委託料

消耗品費

食糧費

432

24

3千円×17校区

120千円×17校区

2千円×17校区

6千円×17校区102

408

34

51

2,040

事業名 堺区地域交流文化・スポーツ教室事業

報償費

役務費

事業

概要

子どもから大人までが親しみやすいサッカーやバレーボール
等のスポーツ、また、堺の伝統の心である「おもてなし」を代
表する茶の湯文化を通じて住民同士が交流を深める場を創
出し、地域コミュニティの活性化を支援する。

校区まちづくり協議会を事業対象とし、堺に馴染みあるス
ポーツ・文化を通じて地域住民同士の交流を深め、地域コ
ミュニティの活性化を支援する事業。
スポーツ教室では、プロの選手やコーチ、文化教室では千家
から講師を招くことでＰＴＡや子ども会等からの参加が多数見
込める。

令和2年度より文化教室及びスポーツ教室を年1回ずつ開催
可能となり、親しみやすい文化教室やスポーツ教室を通じて
住民同士がさらに交流を深める機会を増やし、地域コミュニ
ティの活性化を図ることを支援するとともに、区と地域全体で
青少年の健全育成に取り組む。

使用料及び賃借料

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 堺区役所・自治推進課

2,635

令和2年度予算額

353

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

3,300

合計 3,300 2,635

関連事業：

その他　特記事項

従来型まちづくり支援事業と地域交流文化・
スポーツ教室事業を実施することにより、地
域コミュニティの更なる活性化、健全育成を
推進する。

事業の充実を図る

スケジュール（経過及び今後展開）

謝礼金24千円×17校区

0 会場借上料

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

8

事業の充実を図る

　R　～　R

415

0

146

2,283

基本計画
　施策番号

　 　



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

　　　　　　　各区役所まち美化推進事業

　　　　　　　ごみ収集事業

基本計画
　施策番号

　 　

9

債務負担行為
要求額（千円）

85 75

事業名 まち美化推進事業（堺区）

まち美化推進事業

事業

概要

　市民・事業者・行政との協働による、新型コロナウイルスの感染拡大防止
にも繋がる、地域美化活動、路上喫煙やポイ捨てへの啓発活動や不法投棄
等の未然防止対策を推進し、市民や国内外からの来訪者に、「住みたい」
「住み続けたい」「また訪れたい」「世界文化遺産のまちにふさわしい」と思え
る、清潔でマナーの良い安全・安心で快適さを実感することができるまちを創
造することを目的とする。

○不法投棄対策
　不法投棄多発地点の委託業者による夜間巡回と監視カメラの設置による
ハード面・ソフト面からの監視を行い、不法投棄の未然防止を図るとともに、
警察等関係機関との連携を強め実行犯への対処を図る。
○路上喫煙等対策
　市民・事業者・来堺者等への喫煙マナー向上を図るため、視覚・聴覚から
伝える広報媒体や巡視員の巡回時の指導・過料徴収による啓発・周知を
行っている。また、百舌鳥古墳群の世界遺産認定により外国人の方への啓
発も強化する。
○アドプト制度
　アドプト事業登録団体が自主的に行う道路清掃活動に対する清掃用具の
貸出、ボランティア保険への加入、清掃により出たごみの収集、団体による
活動内容等の情報発信を行い、活動拡大を図る。
○美化活動に対する支援
　自治会等が行う自主的な地域美化活動に対するごみ回収支援を行う。

○不法投棄対策については、これまでの対策を継続するとともに、既設カメ
ラを他の不法投棄地点へ流用できるようにするためにも必要なカメラの点検
を行う要求としている。
○路上喫煙等対策については、禁止区域の市道・啓発活動の促進とマナー
向上重点啓発区域の拡大などを図る要求とした。
○アドプト制度については、物品貸出品のプラスチック製品をバイオマスプラ
スチックへ変更するなどSDGsを意識した要求とした。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 堺区役所・自治推進課

75

令和2年度予算額

100

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

85

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 85 75

関連事業： 道路管理（建設局土木部）
その他　特記事項

不法投棄多発地域の警備業者による夜間
巡回及び監視カメラによる不法投棄定点監
視、アドプト制度登録団体の拡充、マナー向
上重点啓発区域の拡大及び路上喫煙対策
防止チラシ（外国語版）の整備。

事業の検証による効果的な事業の継続
実施、路上喫煙等マナー向上重点啓発
区域の拡大等

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の継続実施
巡視パトロールの継続、監視カメラ整備の強
化、アドプト制度登録団体の拡充に向けた
取組、路上喫煙等マナー向上重点啓発区域
拡大に向けた調整、路上喫煙等マナー向上
サポーター拡充に向けた取組

　R　～　R

消耗品・維持補修用原材料費



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

事業の継続実施

　R　～　R

@4円×重量(kg)(令和3年度見込)

合計 15,322 14,505

関連事業：減量化・資源化事業（本庁）

その他　特記事項

２年度上半期申請団体数
２２２団体

事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

7

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 堺区役所・自治推進課

14,505

令和2年度予算額

13,550

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

15,322
事業名 減量化・資源化事業（堺区）

有価物集団回収報償金

事業

概要

自治会・子ども会等営利を目的としない住民団体が、自主的
に行う資源物の集団回収に対して、報償金を交付することに
より、ごみの減量と資源化を図るとともに、ごみ問題に対する
意識の向上をめざす。

住民団体が、家庭から出された古紙などの資源物（新聞、雑
誌・その他の古紙、ダンボール、紙パック、古布）を自主的に
回収する集団回収に対して、報償金（１kgあたり４円）を交付
するもの。

古紙リサイクルの推進を目的に、集団回収報償金交付制度
の実施に係る所要の予算を要求するものである。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

10

債務負担行為
要求額（千円）

集団回収報償金交付申請書郵送費

消耗品費

15,200

115 @250円×220団体×2回
5

14,390

110

基本計画
　施策番号

5-(4) 　 　



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業：戸籍住民基本台帳事務（本庁）、新住民記録総合システム

債務負担行為
要求額（千円）

戸籍通知等送付用郵便

備品購入

2,431

2,345

2,460

2,400

472

事業名 戸籍住民基本台帳事務（堺区）

追録ほか消耗品

その他

事業

概要

戸籍事務:夫婦や親子関係などの身分関係を正確に記録し、公証することで、
行政サービスの基礎の役割を担う。
住民基本台帳事務:住民の居住関係の公証、選挙人名簿の登録その他の住
民に関する事務の処理の基礎とするとともに、住民に関する記録の適正な管
理を行い、もって住民の利便を増進するとともに、国及び地方公共団体の行
政の合理化に資することを目的とする。
印鑑登録事務:印鑑（印影）を市町村の印鑑簿に登録して、必要なときは印鑑
登録証明書により私人の権利関係を公にすることを目的とする。

・戸籍事務
提出された戸籍届出を審査・処分を決定し、届出に基づき戸籍を記載する。
火葬をしようとする者に火（埋）葬許可証を交付する。
戸籍の証明書を必要とする者に証明書を交付する。
・住民基本台帳事務
住民から提出された住民異動届を受け付け、住民基本台帳に記録する。
住民基本台帳の証明書を請求された場合は、住民基本台帳から写しを作成
し交付する。また、外国人住民の出入国管理に係る中長期の在留等の届出
による、法務省からの通知に基づく住民基本台帳への記録を行う。
・印鑑登録事務
印鑑登録申請に基づき、印鑑登録を行う。
請求に基づき、印鑑登録証明書の交付をする。
・マイナンバーカード交付および関連事務

・おおむね実績に基づいた見込みでの要求額とした。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 堺区役所　市民課

5,332

令和2年度予算額

　R　～　R

4,766

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

5,441

60

605

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

・マイナンバーカードへの旧氏併記等開始。
・デジタル手続法や戸籍法の一部改正に対
応するためのシステム改修を開始。

住民基本台帳標準化版住
記システムへの移行

スケジュール（経過及び今後展開）

戸籍附票の記載事項追加と
住民票の突合作業開始（市
民課）

合計 5,441 5,332

その他　特記事項

11

基本計画
　施策番号

　 　



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

　 　

12

債務負担行為
要求額（千円）

旅券発給等業務委託他

その他

360,730

17,028 業務委託、端末機器保守点検等 

管理経費等16,921

180,365

21,777

事業名 パスポートセンター運営事業

旅券発給に係る収入印紙

事業

概要

大阪府より事務の移譲を受け、堺市で旅券発給事務を直接
実施することにより、旅券（パスポート）の交付を希望する堺
市在住者に対する行政サービスの向上を図る。

平成24年10月1日、大阪版地方分権推進制度による事務移
譲を受け、パスポートさかいサービスセンターを開設。日本国
籍を有する堺市在住者に、旅券の申請受付・交付事務を実
施。堺市在住の旅券発給者の85％以上が、当センターで手
続。開所から令和元年度末までの延べ発給件数は、163,274
件。
なお、申請受付・交付事務にかかる窓口業務は、民間へ業務
委託している。
更なる利便性向上と対応強化のため、令和３年５月にジョル
ノの公益床へ移転する。

ジョルノでの令和3年5月の開設にあたり、移転に必要な予算
と運営経費を要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 堺区役所市民課

219,063

令和2年度予算額

359,421

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

439,569

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

61,811

合計 439,569 219,063

関連事業：

その他　特記事項

平成24年10月1日当センター開設
平成25年4月1日より日曜窓口開設
令和2年度～内装工事

外務省のデジタルガバメント
推進に合わせ事業を実施

スケジュール（経過及び今後展開）

春　住基システム等移設工事
　　 パスポートセンター移転

　R　～　R

印紙購入



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

報酬等

消耗品費、通信運搬費等

0

費用弁償（通勤費）、普通旅費

44,441

3,548

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

87

0

備品購入等
1,881

2,183

区役所人材派遣委託料

消耗品費、修繕料2,341

12,890

7,444

通信運搬費

合計 48,277 72,545

関連事業：生活保護適正化（各区）

その他　特記事項

H23 面接相談員の拡充（7名増）
H24 医療扶助相談・指導員配置
H29 居住生活サポート事業実施

事業の随時見直し・継続
実施

スケジュール（経過及び今後展開）

： 堺区役所　生活援護第一課

72,545

令和2年度予算額

要求額（千円）

　R　～　R

51,407

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

48,277
事業名 生活保護適正化（堺区）

人件費

役務費

事業

概要

生活保護の適正化の推進を図るため、体制強化や給付のた
めのシステム整備、医療扶助の支給に関する点検等の充実
に努めることにより適切な運営を行い、最後のセーフティネッ
トとして市民の信頼を得ることを目的とする。

＜レセプトを活用した医療扶助適正化事業＞レセプトの資格審査を
行う職員を雇用し、レセプト点検による医療扶助の適正化を図る。
＜体制整備事業＞生活保護面接相談員を雇用し、専門的な面接相
談業務に従事させることで、真に保護を要する者が適切に保護を受
けることができる体制を整備する。
＜収入資産・扶養義務調査等充実事業＞専門の調査員を雇用し、
被保護者の年金・手当等の受給権の調査や扶養義務者への援助
依頼等に従事させることで生活保護の適正化を図る。

生活保護の適正化の推進を図るために必要な人件費、事務
経費を予算要求する。

備品購入費

コロナ対策予算

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

13

委託料

旅費

需用費

25,289

2,053

12,045

6,620

事業の継続実施

基本計画
　施策番号

2-(6) 　 　



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

2,503

事業名 自立支援プログラム策定実施推進事業（堺区）

区役所就労支援相談員

事業

概要

生活保護受給者の自立阻害要因を類型化のうえ必要な個別
支援プログラムを策定し、強化していくことで、生活保護制度
が目的とする生活保護受給者の自立を実現する。

＜堺市被保護者就労促進事業＞各区に就労支援相談員を
配置し、求職活動の支援、雇用情勢の分析、ハローワークと
の調整等、就労に向けた支援を実施する。

複雑かつ多様な課題を抱え、就労が難しい支援対象者に対
しても、一人ひとりに応じたより効果的な就労支援を行うため
に必要な事業費等を予算要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 堺区役所　生活援護第一課

2,503

令和2年度予算額

2,752

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

2,595

合計 2,595 2,503

その他　特記事項

H15　堺市被保護者就労促
進事業実施

事業の随時見直し・継続
実施

スケジュール（経過及び今後展開）

債務負担行為

就労支援相談員報酬、費用弁償等

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

要求額（千円）

2,595

　R　～　R

14

関連事業：自立支援プログラム策定実施推進事業（各区）

堺市被保護者就労促進事業
の継続的な実施

基本計画
　施策番号

2-(6) 　 　



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　

15

事業の継続

　R　～　R

173

30

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 3,458 3,326

関連事業：

その他　特記事項

昭和46年より聴覚・視覚障害
者のコミュニケーション手段
を確保する施策を実施

事業の継続

スケジュール（経過及び今後展開）

： 堺区役所地域福祉課

3,326

令和2年度予算額

2,837

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

3,458
事業名 聴覚・視覚障害者コミュニケーション支援事業（堺区）

会計年度非常勤職員報酬

旅費

事業

概要

聴覚・視覚障害者の社会生活におけるコミュニケーションを
確保し、障害者が安心して暮らせる社会を実現する。

手話のできる聴覚障害者相談員を配置し、日常・社会生活上
の各種相談に対応するとともに、病院への受診同行などを
行っている。

前年度に引き続き、聴覚障害者相談員にかかる事業予算を
要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

期末手当

旅費（通勤費）

2,693

562

156

2,599

538

33



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

第11回特別弔慰金受付
国庫債券配布

　R　～　R

合計 2,054 2,216

関連事業：

その他　特記事項

令和2年4月1日、第11回特別
弔慰金受付開始
国庫債券配布

第11回特別弔慰金受付
（令和5年3月31日で受付
終了）
国庫債券配布

スケジュール（経過及び今後展開）

156

3

71 71

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 堺区役所地域福祉課

2,216

令和2年度予算額

1

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

2,054
事業名 戦傷病者・戦没者遺族等援護（堺区）

会計年度非常勤職員

旅費

事業

概要

戦没者・戦災死没者を追悼し、平和の尊さを訴え続けるととも
に、戦傷病者・戦没者遺族の援護増進を図る。

国が行う戦傷病者・戦没者遺族に対する援護には
①戦傷病者戦没者遺族法に基づく援護
②戦傷病者特別援護法に基づく援護等
③各種特別給付金支給法及び特別弔慰金支給法に基づく援
護がある。
このうち③特別弔慰金支給法に基づく第11回特別弔慰金の
請求受付が、令和2年度に受付開始となり、請求者の居住地
を所管する市区町村が窓口となる。
申請受付期間は3年間(令和2～4年度)であり、令和5、6年度
は受付事務を行わず、請求に対する結果通知および国債受
渡事務のみを行う。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

16

債務負担行為
要求額（千円）

通信運搬費

期末手当
旅費（会計年度任用職員通勤費）

1,604

220

156

1,640

346

3

基本計画
　施策番号

　 　 　



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(4) 　 　

17

債務負担行為
要求額（千円）

旅費（会計年度任用職員）

期末手当

会計年度任用職員通勤費

2,627

526

156

2,627

526

7

事業名 高齢者福祉事務管理経費（堺区）

会計年度非常勤職員

旅費（常勤職員）

事業

概要

＊老人集会所・老人集会室
高齢化社会の中、高齢者が教養の向上やレクリエーション等
の活動を通じて、お互いの交流を図る身近な拠点施設を整
備することにより、高齢者の生きがいづくりや介護予防に資
することを目的とする。
＊緊急通報システム・日常生活用具等
ひとり暮らし高齢者等の在宅生活を支援する。

＊老人集会所・老人集会室
老人集会所（堺市立）は、校区老人クラブ連合会等に運営を
委託している。
老人集会室（地域所有）は、校区老人クラブ連合会等へ運営
に係る補助金を支給している。
＊緊急通報システム・日常生活用具等
緊急通報システムの申請受付等事務、高齢者向け日常生活
用具の支給決定、車椅子の貸し出し等を行っている。

修繕費

委託料

通信運搬費

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 堺区役所地域福祉課

4,305

令和2年度予算額

3,996

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

4,210

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

552

320

86

6

6 7

補助金

合計 4,210 4,305

関連事業：

その他　特記事項

事業の継続 事業の継続

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の継続

　R　～　R

20

90

6

81

552

320



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(4) 　 　

18

債務負担行為
要求額（千円）

9,951 9,457

事業名 老人クラブ活動補助（堺区）

補助金

事業

概要

高齢者の幅広い社会活動を促進して市内の高齢者の自立を
支援し、明るい長寿社会の実現と保健福祉の向上に資する
ことを目的とし、老人クラブが主体となって行う事業に対し補
助金を支出する。

各老人クラブが行う次の事業に要する経費について補助す
る。
①会員の教養の向上に寄与するための教養講座の開催
②高齢者の健康増進を図るための活動
③地域社会との交流を図るための社会奉仕活動

前年度に引き続き、老人クラブ活動補助金の予算要求を行
う。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 堺区地域福祉課

9,457

令和2年度予算額

9,951

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

9,951

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 9,951 9,457

関連事業：

その他　特記事項

事業の継続 事業の継続

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の継続

　R　～　R



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(6) 　 　

19

事業継続

　R　～　R

12

19

535

120

9

12

60

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 7,272 7,061

関連事業：

その他　特記事項

中核市となった平成8年に各区に1名女性相
談員（婦人相談員）を配置。H13年DV防止法
施行によりDV被害者の相談対応も法制化さ
れた。

事業継続

スケジュール（経過及び今後展開）

： 堺区役所・子育て支援課

7,061

令和2年度予算額

6,945

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

7,272
事業名 女性相談事業（堺区）

女性相談員報酬

費用弁償（その他）

事業

概要

　各区に配置している女性相談員が、配偶者等の暴力(ＤＶ)
や離婚問題等日常生活上の様々な問題を抱える女性からの
相談に応じ、適切な支援、保護等を行うことにより、人権の擁
護と男女共同参画の実現を図る。

　「売春防止法」に規定された婦人相談員（本市では女性相
談員という）を各区役所子育て支援課に配置し、ＤＶや離婚
問題等、日常生活を営む上でさまざまな悩みを抱える女性か
らの相談に応じている。必要に応じて、大阪府女性相談セン
ター・警察等関係機関と連携し、保護施設への保護や母子生
活支援施設への入所、入所後の支援を行っている。
　さらに、平成24年7月からは新設された堺市配偶者暴力相
談支援センターと女性相談員が連携して、より適切に支援を
行っている。

　交際相手からの暴力などが社会的に問題となっており、被
害者やその親族が殺害されるという痛ましい事件も生じてい
るなかで、ＤＶ防止法の対象が同居する交際相手にまで拡大
されているところであるが、相談支援体制を強化するために
必要な経費を前年度に引き続き要求する。

通信運搬費

自動車借上料

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

消耗品費

職員手当等

費用弁償（通勤費）

5,622

955

535

5,370

955

120

9



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

事業継続

　R　～　R

合計 2,828 3,187

関連事業：

その他　特記事項

中核市となった平成8年に大阪府からの業
務移管で母子相談員を各区に配置。法改正
に伴い平成26年10月から母子・父子自立支
援員となる

事業継続

スケジュール（経過及び今後展開）

109

14

3 3

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 堺区役所・子育て支援課

3,187

令和2年度予算額

2,963

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

2,828
事業名 ひとり親家庭等支援事業（堺区）

母子父子自立支援員報酬

費用弁償（その他）

事業

概要

　ひとり親家庭等に対し必要な支援を実施し、生活の安定と
向上を図る。

　
　母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づく母子・父子自立
支援員を配置し、ひとり親家庭等に対し、生活及び就労にか
かる相談・支援や関係機関との連携を図る。
・母子父子寡婦福祉資金貸付事業、高等職業訓練促進給付
金事業、自立支援教育訓練給付金事業、母子家庭等日常生
活支援事業等

　ひとり親家庭等の生活の安定と向上を図るため、母子・父
子自立支援員による相談支援に必要な経費を、前年度に引
き続き要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

20

債務負担行為
要求額（千円）

消耗品費

職員手当等

費用弁償（通勤費）

2,245

457

156

2,557

457

14

基本計画
　施策番号

3-(5) 　 　



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

3-(1) 　 　

21

事業継続

　R　～　R

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 26 26

関連事業：

その他　特記事項

昭和57年から実施 事業継続

スケジュール（経過及び今後展開）

： 堺区役所子育て支援課

26

令和2年度予算額

24

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

26
事業名 在宅乳幼児親子教室開催事業（堺区）

消耗品費

事業

概要

　発達に課題等があり、集団指導が必要な在宅乳幼児及び
その保護者に対して適切な援助を行うことにより、子育て不
安の軽減を図る。

　発達に課題があり、経過観察が必要と思われる乳幼児（主
に1～3歳）を対象に、保健師、家庭相談員、心理士、保育士
により、各保健センターで月1回程度集団による経過観察を
行い、子どもの療育の必要性を見極め、適切な進路指導等
を行っている。

　全市共通の事業として、継続実施するための必要経費を要
求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

食糧費

23

3

23

3



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

継続実施

　R　～　R

堺区ふれあいまつり負担金

合計 650 600

関連事業：

その他　特記事項

すべての市民が健康で生き
生きと暮らせる街づくりの一
環として、市民自らが健康づ
くりに主体的に取り組むため
の動機づけとして、健康相
談、健康チェック、体力測定
等で啓発普及を行う。

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 堺区役所・堺保健センター

600

令和2年度予算額

650

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

650
事業名 健康都市づくり関連事業（堺保健センター）

健康まつり　負担金

事業

概要

市民の健康長寿の延伸を目的とし、本市が策定する「健康さ
かい21」を基盤に、生活習慣病の予防や改善等に力点を置
き、心身とも健康で心豊かに生活できる地域社会の実現に向
けて多種多様な健康情報の提供や啓発活動などを行う。

健康まつりについて
健康啓発を目的に保健センターまつりを開催し、健康相談を
はじめ健康チェックや体力測定など、多種にわたる健康関連
について、情報提供のほか、啓発普及を行っている。

すべての市民が健康で生き生きと暮らせる街づくりの一環と
して、市民自らが健康づくりに主体的に取り組むための動機
づけとして、健康相談、健康チェック、体力測定等で啓発普及
を行うために必要な経費を要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

22

債務負担行為
要求額（千円）

650 600

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

既存事業の継続実施。

　R　～　R

BCGワクチン及び予防接種消耗品費

合計 2,753 2,753

関連事業：

その他　特記事項

R2.10月より新たにロタウイル
スワクチンの予防接種がA類
疾病に追加。

既存事業の継続実施。

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 堺区役所・堺保健センター

2,753

令和2年度予算額

2,604

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

2,753
事業名 予防接種（堺保健センター）

消耗品費

事業

概要

予防接種により国民全体の免疫水準を維持し、伝染のおそ
れのある疾病の発生及びまん延を予防し、公衆衛生の向上
及び増進に寄与する。

○Ａ類疾病…ＢＣＧ、ポリオ、ジフテリア、破傷風、百日せき、麻しん、風しん、水痘、
　　　　　　　　  日本脳炎、子宮頸がん、ヒブ、小児の肺炎球菌、B型肝炎、ロタの予防
　　　　　　　　  接種を公費負担する。
　　対 象 者…それぞれの対象年齢の者
　　実施場所…市内契約医療機関にて個別接種
　　　　　　　　　　※BCGは保健センターで集団接種
　　費用負担…対象者は無料
○Ｂ類疾病…インフルエンザ及び高齢者の肺炎球菌の予防接種を公費負担する。
　　対 象 者…【ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ】65歳以上の者、内部疾患のある60～64歳の者
　　　　　　　　　【肺炎球菌】65歳の者、内部疾患のある60～64歳の者
　　実施場所…市内医療機関にて個別接種
　　費用負担…【ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ】対象者は1,500円負担（低所得者は無料）
　　　　　　　　 　【肺炎球菌】対象者は4,000円負担（低所得者は無料）
※肺炎球菌は、65歳以上の定期接種対象者以外の者に対し、市独自の助成を実施。

　予防接種事業を円滑に実施するために必要な経費を要求
する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

23

債務負担行為
要求額（千円）

通信運搬費

2,679

74 個別通知

2,679

74

基本計画
　施策番号

2-(2) 　 　



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

通信運搬費（胃がん）

50

93

50

93

事業名 がん検診（堺保健センター）

通信運搬費（肺がん）

事業

概要

対象年齢の市民に各種がん検診を実施することで、がんを
早期に発見し、早期治療に結びつけることにより、がん死亡
者の減少を図り、市民の健康の保持増進を図る。

○胃がん検診：50歳以上で偶数年齢の者が対象
○肺がん検診：40歳以上の者が対象
○大腸がん検診：40歳以上の者が対象
○子宮がん検診：20歳以上で偶数年齢の女性が対象
　・新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業（国庫
補助事業）の実施。20歳へ無料クーポンを送付
○乳がん検診：40歳以上で偶数年齢の女性が対象
　・新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業（国庫
補助事業）の実施。40歳へ無料クーポンを送付
○健康増進・がん対策推進事業：がん対策予防啓発等
○がん検診精度管理：読影等実施

がん検診の事業実施に必要な経費を要求する

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 堺区役所・堺保健センター

143

令和2年度予算額

129

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

143

合計 143 143

関連事業：

その他　特記事項

各種がん検診を継続実施 無償化終了
事業は継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

24

継続実施

　R　～　R

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業： 健康増進栄養事業（本庁）
食育推進事業

56

： 堺区役所・堺保健センター

92

令和2年度予算額

121

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

127
事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

会場借上費

56

71

消耗品費

事業名 健康増進栄養事業（堺保健センター）

事業

概要

食生活を中心とした健康づくりについて、栄養指導や調理実
習等を行い、健康の保持増進、生活習慣病の予防を図る。

○健康づくり教室
　健康づくりの基本について、講義や実習を通じて学び、地
域での健康づくりリーダー養成を目的に各区で開催する。
○堺市健康づくり食生活改善推進協議会研修会
　地域で健康づくり活動を行うボランティア団体の活動を活性
化するため、講演や実習等の研修会を開催する。
○特定給食施設指導
　病院・事業所等の特定給食施設を対象に栄養・給食管理に
関する実地指導と講演会、調理師研修会を実施する。
○国民健康・栄養調査
　栄養摂取状況・身体状況・生活習慣等の調査を実施する。

食生活を中心とした健康づくりをめざし、健康づくり教室の開
催、食生活改善ボランティア団体の活動支援、特定給食施設
指導等、事業実施に必要な経費を継続して要求する。

　R　～　R

内容・積算等

要求額（千円）

25

「新しい生活様式」に対応し
た方法で事業実施

合計 127 92

その他　特記事項

H13～堺市健康づくり食生活
改善推進協議会リーダー研
修会の開催
R2国民健康・栄養調査中止

事業実施

スケジュール（経過及び今後展開）

36

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業： 食育推進事業（本庁）
健康増進栄養事業

88

36

合計 159 124

その他　特記事項

H19.3 堺市食育推進計画策定
H24.3食育推進計画（第2次)策定
H29.3食育推進計画（第3次)策定
R3.1　堺市食育推進計画（第3次）評
価のための市民アンケート調査

事業実施

スケジュール（経過及び今後展開）

　R　～　R

： 堺区役所・堺保健センター

124

令和2年度予算額

157

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

159

債務負担行為
要求額（千円）

3年度要求額 内容・積算等
88

会場借上料

主な要求内容
項目

期間

（単位：千円）
2年度予算

26

事業名 食育推進事業（堺保健センター） 事業費（千円）

71

消耗品費

事業

概要

堺市食育推進計画（第３次）に基づき、関係各課において事
業を展開するとともに、市民や関係団体との協働による食育
を推進することにより、将来に渡って健全な心身を培い、豊か
な人間性を育むことで、文化的な市民生活と活力のあるまち
の実現を図る。

○食育体験事業の実施
　各区保健センター等で調理実習を実施し、地域・学校・家庭
と連携した食育を推進する。
○栄養成分表示店指定事業
　飲食店の栄養成分表示、ヘルシーメニューの提供を行う。

「堺市食育推進計画（第３次）」に基づく取り組みとして、その
事業の進捗状況を検証しながら、食育推進施策を総合的か
つ計画的に推進し、食育を広く市民に普及啓発していくため
必要な費用を要求する。

堺市食育推進計画（第3次)に
基づく事業の実施
堺市食育推進計画（第3次)
次期計画の策定

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

会場借上料

134

18

134

0

事業名 成人保健指導事業（堺保健センター）

消耗品費

事業

概要

　がんを含めた生活習慣病の予防のための科学的な根拠
や、健康づくりのための情報等の提供を行うことにより、市民
一人ひとりが、「自分の健康は自分でつくる」という意識をもっ
て健康づくりに効率的に取り組むことにより、健康の保持増
進を図る。

○健康教育：生活習慣病等に関する正しい知識の普及を図
ることにより、市民自らが健康づくりに取り組むという認識と
自覚を高め、市民の健康の保持増進につなげる。
○健康相談：心身の健康に関する個別の相談に応じ必要な
指導及び助言を行い、家庭における健康管理を支援する。
○その他の健康増進事業等：療養上の保健指導が必要な方
とその家族に対する訪問指導を行い、心身機能の低下防止
及び健康の保持増進につなげる。

堺市健康増進計画に基づき、継続的に市民主体の健康づく
りを推進するために必要な経費を要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 堺区役所・堺保健センター

134

令和2年度予算額

140

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

152

合計 152 134

関連事業：　成人保健指導事業（本庁）

その他　特記事項

事業の継続実施 事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

27

事業の継続実施

　R　～　R

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業：
被爆者健診事業（本庁）

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　

28

事業名 被爆者健診事業（堺保健センター） 事業費（千円）

5

消耗品費

事業

概要

  原爆被爆者及び被爆二世が今なお置かれている健康状態
を把握し、健康保持及び向上を図る。

  原爆被爆者に対して大阪府から業務委託を受け、年間2回
の健康診断を行うもの。
　また、被爆二世の希望者に対しても大阪府から業務委託を
受け、年間1回の健康診断を行うもの。

　本事業は、「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」
に基づくものであり、被爆二世についても国が定める平成15
年7月25日健発第0725002号「被爆二世健康診断調査事業
実施要綱」に基づき健康診断を実施するものである。

継続実施

債務負担行為
要求額（千円）

3年度要求額 内容・積算等
78

通信運搬費

主な要求内容
項目

期間

（単位：千円）
2年度予算

　R　～　R

： 堺区役所・堺保健センター

83

令和2年度予算額

61

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

83

合計 83 83

その他　特記事項

一回目　7月、8月
二回目　10月、11月

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

事務用品

個別通知

78

5



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

・事業の継続実施

　R　～　R

歯ブラシ、歯間清掃用具　等

合計 42 42

関連事業：　歯科口腔保健事業（本庁）

その他　特記事項

堺市歯科口腔保健推進計画
の策定　事業の継続実施

・事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 堺区役所・堺保健センター

42

令和2年度予算額

42

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

42
事業名 歯科口腔保健事業（堺保健センター）

消耗品費

事業

概要

歯科口腔保健に関する正しい知識を普及、啓発し、歯科疾患
予防の徹底を図るとともに、その早期発見、早期治療を励行
することで、歯科口腔保健の維持改善を行い、もって市民の
健康保持増進を図る。

・80歳で20本以上の歯を保つことを目標とした「8020（ハチマ
ルニイマル）運動 」について、関係団体などと協力して各種
の啓発活動を実施し推進を行う。
・各保健センターにおいて、歯科相談、保健指導を行う。
・堺市口腔保健センターにおいて、歯の健康相談・健康展を
年２回開催し、歯科相談、歯みがき指導等を行い、歯と口の
健康に関する正しい知識の普及や歯科疾患の早期発見をめ
ざす。
・堺市歯科口腔保健推進計画懇話会を開催し、学識経験者
や保健医療専門職、市民等から意見の聴取を行い、進捗管
理及び計画の見直し、策定を行う。

口腔の健康の維持増進を図ることは、単に歯を残すことだけ
ではなく、心身の健康と質の高い日常生活を送ることにつな
がることから、効果的に市民に啓発するため、方法や媒体を
検討する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

29

債務負担行為
要求額（千円）

42 42

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

1歳6か月児健康診査
子どもの歯相談室、2歳児の歯科相談

継続実施

　R　～　R

フルオールゼリー、ディスポ反応板等

合計 87 87

関連事業：

その他　特記事項

1歳6か月児～4歳未満を対
象に子どもの歯相談室で実
施。平成19年度より1歳6か
月児健康診査時に実施。

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 堺区役所・堺保健センター

87

令和2年度予算額

95

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

87
事業名 フッ素塗布事業（堺保健センター）

消耗品費

事業

概要

乳幼児のう蝕罹患率の減少を目的に、う蝕予防に有効なフッ
素塗布を手段の一つとして実施する。また、その後のかかり
つけ歯科医での継続塗布の啓発をすることにより、う蝕罹患
の改善を図る。

1歳6か月児健康診査および2歳児の歯科相談、子どもの歯
相談室で希望した対象年齢内の者(1歳6か月児～4歳未満）
に対して1人1回フッ素塗布を行う。また、1歳6か月児健康診
査時にう蝕罹患の可能性の高いと判断された者については、
2歳児の歯科相談時にフッ素塗布を行う。塗布後は継続塗布
についての必要性やむし歯予防効果などを啓発し、フッ素塗
布手帳などを活用しながらかかりつけ歯科医での継続塗布
の勧奨を行う。

「フッ素塗布の経験者の割合」「3歳児でう蝕のない児の割
合」は堺市歯科口腔保健推進計画の目標値に掲げている。
希望者へのフッ素塗布を行うことで今後もさらなるう蝕の軽減
を図る。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

30

債務負担行為
要求額（千円）

87 87

基本計画
　施策番号

3-(1) 　 　



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業： 乳児家庭全戸訪問事業

事業名 妊産婦・乳幼児等の保健指導事業（堺保健センター） 事業費（千円）

54

消耗品費

事業

概要

妊産婦や乳幼児の保護者に対し、その時期や個々の状況に
応じた保健指導を行い、保護者が安心して子育てできるよう
支援するとともに、親子の健康の保持増進を図ることを目的
とする。

①妊娠・出産にかかる相談・支援
個別支援：妊娠から出産・子育て期に健やかに生活できるよう、保
健指導を行う。また、不安や心配事があった場合の相談窓口の周
知。
支援者がなく、在宅での育児が困難な方への支援の強化。
集団支援：子育ての仲間づくりや、同じ悩みを抱える保護者の会な
どにつなげ、孤立を防ぐ。
啓発：妊産婦にやさしい環境づくりとして、マタニティマークの普及・
啓発をはじめ、事故予防や喫煙等に関する啓発を行う。
②思春期の情報提供
地域や学校と連携し、望まない妊娠予防や妊孕性等の情報提供。

妊娠期から切れめのない支援の充実を図る。

妊娠中から子育て期の切れ
めのない支援の充実を図る。
子どもの虐待の予防、早期
発見、早期対応に取り組む。

債務負担行為
要求額（千円）

3年度要求額 内容・積算等
107

通信運搬費

主な要求内容
項目

期間

（単位：千円）
2年度予算

　R　～　R

： 堺区役所・堺保健センター

161

令和2年度予算額

161

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

161

合計 161 161

その他　特記事項

昭和20年代～乳幼児の健康管理開始。平
成21年～妊娠届出時全件面接を開始。平成
26年度妊娠出産包括支援モデル事業、平成
27年度妊娠出産包括支援事業で、妊娠中か
ら子育て期の切れめのない支援の充実に取
り組む。

事業内容の評価を行いな
がら事業内容の充実を図
る。

スケジュール（経過及び今後展開）

31

107

54

基本計画
　施策番号

3-(1) 　 　



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

既存事業の継続実施。

　R　～　R

BCGワクチン

合計 989 945

関連事業：

その他　特記事項

R2.10月より新たにロタウイル
スワクチンの予防接種がA類
疾病に追加。

既存事業の継続実施。

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 堺区役所・ちぬが丘保健センター

945

令和2年度予算額

950

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

989
事業名 予防接種（ちぬが丘保健センター）

消耗品費

事業

概要

予防接種により国民全体の免疫水準を維持し、伝染のおそ
れのある疾病の発生及びまん延を予防し、公衆衛生の向上
及び増進に寄与する。

○Ａ類疾病…ＢＣＧ、ポリオ、ジフテリア、破傷風、百日せき、麻しん、風しん、水痘、
　　　　　　　　  日本脳炎、子宮頸がん、ヒブ、小児の肺炎球菌、B型肝炎、ロタの予防
　　　　　　　　  接種を公費負担する。
　　対 象 者…それぞれの対象年齢の者
　　実施場所…市内契約医療機関にて個別接種
　　　　　　　　　　※BCGは保健センターで集団接種
　　費用負担…対象者は無料
○Ｂ類疾病…インフルエンザ及び高齢者の肺炎球菌の予防接種を公費負担する。
　　対 象 者…【ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ】65歳以上の者、内部疾患のある60～64歳の者
　　　　　　　　　【肺炎球菌】65歳の者、内部疾患のある60～64歳の者
　　実施場所…市内医療機関にて個別接種
　　費用負担…【ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ】対象者は1,500円負担（低所得者は無料）
　　　　　　　　 　【肺炎球菌】対象者は4,000円負担（低所得者は無料）
※肺炎球菌は、65歳以上の定期接種対象者以外の者に対し、市独自の助成を実施。

　予防接種事業を円滑に実施するために必要な経費を要求
する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

32

債務負担行為
要求額（千円）

通信運搬費

968

21 個別通知

919

26

基本計画
　施策番号

2-(2) 　 　



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

継続実施

　R　～　R

合計 57 54

関連事業：

その他　特記事項

各種がん検診を継続実施 無償化終了
事業は継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 堺区役所・ちぬが丘保健センター

54

令和2年度予算額

5

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

57
事業名 がん検診（ちぬが丘保健センター）

通信運搬費（胃がん検診）

事業

概要

対象年齢の市民に各種がん検診を実施することで、がんを
早期に発見し、早期治療に結びつけることにより、がん死亡
者の減少を図り、市民の健康の保持増進を図る。

○胃がん検診：50歳以上で偶数年齢の者が対象
○肺がん検診：40歳以上の者が対象
○大腸がん検診：40歳以上の者が対象
○子宮がん検診：20歳以上で偶数年齢の女性が対象
　・新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業（国庫
補助事業）の実施。20歳へ無料クーポンを送付
○乳がん検診：40歳以上で偶数年齢の女性が対象
　・新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業（国庫
補助事業）の実施。40歳へ無料クーポンを送付
○健康増進・がん対策推進事業：がん対策予防啓発等
○がん検診精度管理：読影等実施

がん検診の事業実施に必要な経費を要求する

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

33

債務負担行為
要求額（千円）

通信運搬費（肺がん検診）

23

34

22

32

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　

34

事業の継続実施

　R　～　R

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 115 126

関連事業：　成人保健指導事業（本庁）

その他　特記事項

事業の継続実施 事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

： 堺区役所・ちぬが丘保健センター

126

令和2年度予算額

95

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

115
事業名 成人保健指導事業（ちぬが丘保健センター）

消耗品等

事業

概要

　がんを含めた生活習慣病の予防のための科学的な根拠
や、健康づくりのための情報等の提供を行うことにより、市民
一人ひとりが、「自分の健康は自分でつくる」という意識をもっ
て健康づくりに効率的に取り組むことにより、健康の保持増
進を図る。

○健康教育：生活習慣病等に関する正しい知識の普及を図
ることにより、市民自らが健康づくりに取り組むという認識と
自覚を高め、市民の健康の保持増進につなげる。
○健康相談：心身の健康に関する個別の相談に応じ必要な
指導及び助言を行い、家庭における健康管理を支援する。
○その他の健康増進事業等：療養上の保健指導が必要な方
とその家族に対する訪問指導を行い、心身機能の低下防止
及び健康の保持増進につなげる。

堺市健康増進計画に基づき、継続的に市民主体の健康づく
りを推進するために必要な経費を要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

通信運搬費

95

20

90

36



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

　被爆者健診事業（本庁）

継続実施

　R　～　R

事務用品

合計 20 20

関連事業：

その他　特記事項

一回目　7月、8月
二回目　10月、11月

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 堺区役所・ちぬが丘保健センター

20

令和2年度予算額

20

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

20
事業名 被爆者健診事業（ちぬが丘保健センター）

消耗品費

事業

概要

　原爆被爆者及び被爆二世が今なお置かれている健康状態
を把握し、健康保持及び向上を図る。

　原爆被爆者に対して大阪府から業務委託を受け、年間2回
の健康診断を行うもの。
　また、被爆二世の希望者に対しても大阪府から業務委託を
受け、年間1回の健康診断を行うもの。

　本事業は、「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」
に基づくものであり、被爆二世についても国が定める平成15
年7月25日健発第0725002号「被爆二世健康診断調査事業
実施要綱」に基づき健康診断を実施するものである。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

35

債務負担行為
要求額（千円）

20 20

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業： 乳児家庭全戸訪問事業

50

18

合計 64 68

その他　特記事項

昭和20年代～乳幼児の健康管理開始。平
成21年～妊娠届出時全件面接を開始。平成
26年度妊娠出産包括支援モデル事業、平成
27年度妊娠出産包括支援事業で、妊娠中か
ら子育て期の切れめのない支援の充実に取
り組む。

事業内容の評価を行いな
がら事業内容の充実を図
る。

スケジュール（経過及び今後展開）

　R　～　R

： 堺区役所・ちぬが丘保健センター

68

令和2年度予算額

65

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

64

債務負担行為
要求額（千円）

3年度要求額 内容・積算等
50

通信運搬費

主な要求内容
項目

期間

（単位：千円）
2年度予算

36

事業名 妊産婦・乳幼児等の保健指導事業（ちぬが丘保健センター） 事業費（千円）

14

消耗品費

事業

概要

妊産婦や乳幼児の保護者に対し、その時期や個々の状況に
応じた保健指導を行い、保護者が安心して子育てできるよう
支援するとともに、親子の健康の保持増進を図ることを目的
とする。

①妊娠・出産にかかる相談・支援
個別支援：妊娠から出産・子育て期に健やかに生活できるよう、保
健指導を行う。また、不安や心配事があった場合の相談窓口の周
知。
支援者がなく、在宅での育児が困難な方への支援の強化。
集団支援：子育ての仲間づくりや、同じ悩みを抱える保護者の会な
どにつなげ、孤立を防ぐ。
啓発：妊産婦にやさしい環境づくりとして、マタニティマークの普及・
啓発をはじめ、事故予防や喫煙等に関する啓発を行う。
②思春期の情報提供
地域や学校と連携し、望まない妊娠予防や妊孕性等の情報提供。

妊娠期から切れめのない支援の充実を図る。

妊娠中から子育て期の切れ
めのない支援の充実を図る。
子どもの虐待の予防、早期
発見、早期対応に取り組む。

基本計画
　施策番号
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